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安
倍
首
相
は
六
月
二
八
日
、
国
家
公
務
員

制
度
改
革
推
進
本
部
を
開
き
、「
今
後
の
公
務

員
制
度
に
つ
い
て
」
を
決
定
し
た
。
今
後
の

改
革
に
あ
た
っ
て
は
、
二
〇
〇
九
年
に
麻
生

内
閣
で
閣
議
決
定
さ
れ
た
「
国
家
公
務
員
法

等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
案
」
を
基
本
と

す
る
と
し
、
幹
部
人
事
の
一
元
管
理
や
内
閣

人
事
局
の
設
置
な
ど
に
つ
い
て
、「
機
動
的
な

運
用
が
可
能
な
制
度
設
計
を
行
う
」
と
明
記
。

秋
に
国
会
が
開
か
れ
れ
ば
関
連
法
案
を
提
出

し
、
二
〇
一
四
年
春
に
内
閣
人
事
局
を
設
置

す
る
こ
と
を
め
ざ
す
と
し
て
い
る
。

会
議
の
冒
頭
で
安
倍
首
相
は
、「
真
の
政
治

主
導
の
下
、
公
務
員
が
使
命
感
と
行
政
の
プ

ロ
と
し
て
の
誇
り
を
胸
に
、
国
家
・
国
民
の

た
め
に
積
極
的
に
行
動
で
き
る
、
新
し
い
公

務
員
制
度
を
創
る
こ
と
が
急
務
と
な
っ
て
い

る
と
認
識
し
て
い
る
。
こ
の
た
め
今
回
の
改

革
で
は
、
第
一
次
安
倍
内
閣
以
来
の
課
題
と

な
っ
て
い
る
幹
部
人
事
の
一
元
管
理
、
必
要

な
機
能
を
有
す
る
内
閣
人
事
局
の
設
置
等
を

行
い
、
そ
の
上
で
、
職
員
の
意
欲
を
高
め
、

若
者
や
女
性
に
と
っ
て
の
魅
力
を
高
め
る
方

策
を
講
じ
て
い
く
こ
と
を
強
力
に
推
し
進
め

て
い
き
た
い
」
と
挨
拶
し
た
。

第
二
次
安
倍
内
閣
に
な
っ
て
か
ら
、
国
家

公
務
員
制
度
改
革
に
関
す
る
具
体
的
な
改
革

の
方
針
が
示
さ
れ
た
の
は
こ
れ
が
初
め
て
。

民
主
党
政
権
下
で
は
、
同
党
の
最
大
の
支
持

母
体
で
あ
る
連
合
の
要
望
も
あ
り
、
国
家
公

務
員
へ
の
労
働
基
本
権
を
拡
大
す
る
こ
と
な

ど
を
盛
り
込
ん
だ
「
国
家
公
務
員
制
度
改
革

関
連
四
法
案
」
が
二
〇
一
一
年
の
通
常
国
会

に
提
出
さ
れ
た
。
し
か
し
、
審
議
は
行
わ
れ

ず
、
同
時
に
国
会
提
出
さ
れ
た
国
家
公
務
員

の
給
与
を
削
減
す
る
法
案
は
先
行
し
て
成
立

し
た
も
の
の
、
二
〇
一
二
年
の
衆
議
院
解
散

に
伴
い
廃
案
と
な
っ
た
。

長
期
視
点
で
政
と
官
の
関
係
を
築
く

「
今
後
の
公
務
員
制
度
に
つ
い
て
」
は
、

公
務
員
制
度
改
革
の
必
要
性
に
つ
い
て
、
強

い
日
本
を
取
り
戻
し
、
経
済
や
外
交
、
教
育

な
ど
の
直
面
す
る
危
機
に
果
敢
に
挑
戦
し
続

け
て
い
く
こ
と
が
必
要
だ
と
強
調
。
こ
の
た

め
、
誤
っ
た
政
治
主
導
を
是
正
し
、「
政
」
と

「
官
」
と
の
相
互
の
信
頼
の
上
に
立
っ
た
本

当
の
意
味
で
の
政
治
主
導
を
隔
離
す
る
必
要

が
あ
る
と
述
べ
た
う
え
で
、「
真
の
政
治
主
導

の
下
、
公
務
員
が
使
命
感
と
行
政
の
プ
ロ
と

し
て
の
誇
り
を
胸
に
、
国
家
・
国
民
の
た
め

に
積
極
的
に
行
動
で
き
る
、
新
し
い
公
務
員

制
度
を
創
る
こ
と
が
、
今
、
求
め
ら
れ
る
」

と
主
張
し
て
い
る
。

改
革
の
重
点
と
し
て
三
点
を
明
記
。
一
つ

は
、
直
面
す
る
様
々
な
危
機
を
突
破
し
、
強

い
日
本
を
取
り
戻
す
た
め
、
長
期
的
視
点
か

ら
腰
を
据
え
て
諸
課
題
に
対
処
で
き
る「
政
」

と
「
官
」
の
関
係
を
築
け
る
公
務
員
制
度
と

す
る
こ
と
を
あ
げ
、
二
点
目
に
は
、
多
様
で

優
秀
な
人
材
が
、
国
家
公
務
員
と
し
て
の
使

命
感
や
行
政
の
プ
ロ
と
し
て
の
誇
り
を
持
っ

て
国
家
・
国
民
の
た
め
に
行
動
で
き
る
体
制

を
構
築
す
る
こ
と
を
示
し
た
。
三
点
目
と
し

て
は
、
若
者
や
女
性
に
と
っ
て
、
国
家
公
務

員
を
志
し
た
い
と
思
え
る
よ
う
な
魅
力
的
な

公
務
員
を
め
ざ
す
こ
と
を
あ
げ
た
。

改
革
の
目
的
に
つ
い
て
は
、
公
務
員
に
求

め
ら
れ
る
基
本
的
な
資
質
や
能
力
と
し
て
は

「
ま
ず
、
国
民
と
国
家
の
繁
栄
の
た
め
に
、

高
い
気
概
、
使
命
感
、
倫
理
観
を
持
っ
た
、

国
民
か
ら
信
頼
さ
れ
る
人
物
」
だ
と
強
調
。

さ
ら
に
、
公
務
員
に
は
幅
広
い
知
識
・
経
験

か
ら
裏
打
ち
さ
れ
た
一
層
の
企
画
立
案
能
力
、

管
理
能
力
の
ほ
か
、
ス
ペ
シ
ャ
リ
ス
ト
と
し

て
の
能
力
も
必
要
と
な
る
と
述
べ
て
、
多
く

の
優
秀
な
人
材
が
公
務
の
世
界
に
入
り
、
企

画
立
案
能
力
や
管
理
能
力
を
高
め
、
ス
ペ

シ
ャ
リ
ス
ト
と
し
て
の
使
命
感
や
誇
り
を

も
っ
て
職
務
に
専
念
す
る
こ
と
で
、「
国
家
・

国
民
の
た
め
で
あ
れ
ば
ど
ん
な
に
厳
し
い
壁

に
直
面
し
て
も
信
念
を
貫
い
て
行
動
す
る

『
闘
う
公
務
員
』
を
創
る
こ
と
を
目
指
す
」

と
宣
言
し
た
。

第
一
次
安
倍
内
閣
で
の
改
革
の
延
長

具
体
的
な
改
革
の
進
め
方
に
つ
い
て
は
、

「
今
後
の
国
家
公
務
員
制
度
改
革
は
、
第
一

次
安
倍
内
閣
に
お
い
て
始
め
た
国
家
公
務
員

制
度
改
革
の
延
長
線
上
に
位
置
付
け
ら
れ
る

べ
き
も
の
で
あ
る
」
と
述
べ
、
二
〇
〇
九
年

の
麻
生
内
閣
で
閣
議
決
定
さ
れ
た
「
国
家
公

務
員
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
案
」
を

基
本
に
し
、
同
法
の
条
文
に
即
し
て
、
①
幹

部
人
事
の
一
元
管
理
②
幹
部
候
補
育
成
課
程

③
内
閣
人
事
局
の
設
置
等
④
国
家
戦
略
ス

タ
ッ
フ
・
政
務
ス
タ
ッ
フ
⑤
そ
の
他
の
法
制

上
の
措
置
の
取
り
扱
い
―
―
に
関
し
て
機
動

的
な
運
用
が
可
能
な
制
度
設
計
を
行
う
と
し

た
。同

法
案
に
お
け
る
幹
部
人
事
の
一
元
管
理

の
内
容
を
振
り
返
る
と
、
本
府
省
の
部
長
ク

ラ
ス
以
上
の
幹
部
登
用
の
際
、
総
理
が
、
必

要
な
職
務
遂
行
能
力
を
備
え
て
い
る
か
な
ど

を
判
定
す
る
た
め
の
「
適
格
性
審
査
」
を
実

施
し
、
そ
れ
を
ク
リ
ア
し
た
者
で
「
候
補
者

名
簿
」
を
作
成
す
る
。
公
募
に
応
募
し
た
者

も
審
査
の
対
象
と
な
る
。
任
命
権
者
（
各
府

省
の
大
臣
）
が
名
簿
の
中
か
ら
任
用
者
を
選

抜
す
る
が
、
総
理
等
に
任
免
に
関
す
る
協
議

を
求
め
る
権
限
を
与
え
る
。

内
閣
人
事
局
は
、
総
務
省
が
持
っ
て
い
る

国
家
公
務
員
制
度
の
企
画
・
立
案
機
能
や
、

人
事
院
が
持
っ
て
い
る
級
別
定
数
の
設
定
や

任
用
な
ど
の
機
能
を
引
き
継
ぐ
。

国
家
戦
略
ス
タ
ッ
フ
は
、
内
閣
官
房
に
置

か
れ
、
総
理
の
命
を
受
け
て
、
戦
略
的
に
推

進
す
べ
き
施
策
な
ど
の
企
画
・
立
案
に
つ
い

て
総
理
を
補
佐
す
る
。
政
務
ス
タ
ッ
フ
は
各

府
省
に
置
か
れ
、
大
臣
の
命
を
受
け
て
特
定

の
政
策
立
案
や
政
務
に
関
し
て
大
臣
を
補
佐

す
る
。

「
今
後
の
公
務
員
制
度
に
つ
い
て
」
で
は

こ
の
ほ
か
、「
能
力
・
実
績
主
義
の
徹
底
」
を

あ
げ
、
人
事
評
価
結
果
を
給
与
や
任
用
な
ど

の
処
遇
に
反
映
さ
せ
る
こ
と
を
徹
底
す
る
ほ

か
、
女
性
の
積
極
的
な
登
用
を
進
め
る
と
し

ト
ピ
ッ
ク
ス

公
務
員
制
度

1

今
後
の
改
革
の
基
本
方
針
や
考
え
方
を
決
定
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て
い
る
。
ま
た
、
組
織
の
活
性
化
の
た
め
、

早
期
退
職
募
集
制
度
に
よ
っ
て
新
陳
代
謝
を

促
進
さ
せ
る
ほ
か
、
多
様
な
人
材
確
保
や

キ
ャ
リ
ア
パ
ス
の
多
様
化
な
ど
を
進
め
る
と

し
た
。

改
革
の
進
め
方
に
つ
い
て
は
、「
早
急
か
つ

丁
寧
」
に
検
討
を
進
め
る
と
し
、
秋
に
国
会

が
開
か
れ
る
場
合
に
は
、
国
家
公
務
員
制
度

改
革
関
連
法
案
を
提
出
。
二
〇
一
四
年
春
に

内
閣
人
事
局
を
設
置
す
る
こ
と
を
め
ざ
す
と

し
て
い
る
。

自
律
的
労
使
制
度
に
は
触
れ
ず

野
党
と
な
っ
た
民
主
党
は
、
二
〇
一
一
年

提
出
の
「
国
家
公
務
員
制
度
改
革
関
連
四
法

案
」
が
廃
案
に
な
っ
た
こ
と
か
ら
、
さ
き
の

通
常
国
会
で
、
四
法
案
と
同
じ
内
容
の
関
連

法
案
を
、
一
部
は
他
党
と
共
同
し
て
六
月
ま

で
に
提
出
し
終
え
た
。

自
律
的
労
使
関
係
制
度
は
、
国
家
公
務
員

で
あ
っ
て
も
労
使
が
自
律
的
に
労
働
条
件
を

決
定
で
き
る
仕
組
み
。
具
体
的
に
は
、
警
察

な
ど
を
除
く
非
現
業
の
国
家
公
務
員
の
労
働

組
合
が
、
賃
金
な
ど
に
つ
い
て
は
当
局
と
団

体
交
渉
し
、
団
体
協
約
を
締
結
す
る
こ
と
が

で
き
る
よ
う
に
な
る
。
し
か
し
、「
今
後
の
公

務
員
制
度
に
つ
い
て
」
に
は
、
自
律
的
労
使

関
係
制
度
に
関
す
る
記
述
は
な
い
。

具
体
的
な
内
容
を
明
ら
か
に
す
べ
き

連
合
が
六
月
二
八
日
に
発
表
し
た
南
雲
弘

行
事
務
局
長
の
談
話
は
、
こ
の
点
を
批
判
し

て
い
る
。
談
話
は
、「
連
合
の
求
め
て
き
た
自

律
的
労
使
関
係
制
度
の
確
立
に
つ
い
て
の
言

及
が
無
く
、
問
題
で
あ
る
」
と
強
調
し
、
政

府
に
対
し
て
「
制
度
改
革
の
具
体
的
な
内
容

を
速
や
か
に
明
ら
か
に
す
べ
き
で
あ
る
」
と

迫
っ
て
い
る
。

ま
た
、「
今
後
の
公
務
員
制
度
に
つ
い
て
」

が
内
閣
人
事
局
の
二
〇
一
四
年
春
の
設
置
を

提
起
し
た
こ
と
に
つ
い
て
、「
内
閣
人
事
局
の

設
置
と
こ
れ
に
伴
う
使
用
者
権
限
の
強
化
は

自
律
的
労
使
関
係
制
度
の
確
立
を
必
然
と
す

る
も
の
」
と
主
張
。
自
律
的
労
使
関
係
制
度

の
法
制
上
の
措
置
を
求
め
て
い
る
。

内
閣
人
事
局
を
設
置
す
る
と
い
う
方
針
自

体
は
、
民
主
党
が
求
め
て
き
た
国
家
公
務
員

制
度
改
革
に
も
盛
り
込
ま
れ
て
い
る
。
た
だ
、

民
主
党
が
求
め
る
改
革
案
で
は
、
自
律
的
労

使
関
係
制
度
の
確
立
や
、
人
事
行
政
や
定
員

等
を
総
合
的
・
一
体
的
に
所
掌
す
る
使
用
者

機
関
と
し
て
の「
公
務
員
庁
」の
設
立
が
セ
ッ

ト
に
な
っ
て
い
る
た
め
、
麻
生
内
閣
時
の
改

正
法
案
と
は
、
総
務
省
や
人
事
院
の
一
部
機

能
を
移
管
さ
せ
る
な
ど
の
内
容
に
お
い
て
、

異
な
る
部
分
が
あ
る
。

政
府
は
七
月
一
一
日
、
今
後
の
公
務
員
制

度
改
革
を
推
進
す
る
行
政
改
革
推
進
本
部
に

「
行
政
改
革
推
進
本
部
国
家
公
務
員
制
度
改

革
事
務
局
」
を
設
置
。
事
務
局
長
に
大
谷
泰

夫
前
厚
生
労
働
審
議
官
を
充
て
た
。

　
（
調
査
・
解
析
部
）

＜自公政権＞
2006 年 6 月 簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律成立（公布・施行済）

【小泉総理＆中馬行政改革担当大臣】
2007 年 4 月 国家公務員法等改正案国会提出

6 月 国家公務員法等改正案成立（公布・施行済）
【安倍総理＆渡辺公務員制度改革担当大臣】

①再就職規制の見直し等
②能力・実績主義の徹底

2008 年 6 月 自民・民主・公明の合意による修正を経て、国家公務員制度改革基本法成立（公布・施行済）
【福田総理＆渡辺公務員制度改革担当大臣】

①改革の基本理念、基本方針を規定
・幹部人事等の一元管理（内閣人事局の設置）、幹部候補育成課程の整備等
・自律的労使関係制度の措置　 等

②改革を行うために必要な措置は法施行後５年（25 年６月）以内目途、法制上の措置は３
年（23 年６月）以内目途に講ずる

2009 年 3 月 国家公務員法等改正案国会提出 → 廃案
【麻生総理＆甘利公務員制度改革担当大臣】

①内閣による幹部人事の一元管理（幹部職員の特例降任）、幹部候補育成課程の整備
②①の業務を所掌するとともに、総務省（人事行政、機構定員）、人事院（級別定数、任

用、試験・研修 ( 企画 )）から機能を移管した内閣人事局の設置 等
2013 年 6 月 「今後の公務員制度改革について」国家公務員制度改革推進本部決定

＜民主党政権＞
2010 年 2 月 国家公務員法等改正案国会提出 → 廃案

【鳩山総理＆仙谷公務員制度改革担当大臣】
①内閣による幹部人事の一元管理（次官から部長級までを同一の職制上の段階とみなす）
②①の業務を所掌する内閣人事局の設置（関係機関からの機能移管を行わず）
③官民人材交流センター及び再就職等監視委員会を廃止し、民間人材登用・再就職適正

化センターを設置
2010 年 4 月 国家公務員法等改正法案・幹部国家公務員法案国会提出 →廃案

【自民党・みんなの党共同提出による対案】
①内閣による幹部人事の一元管理（幹部職員を特別職とし、課長級までの特別降任を規定）
②①の業務を所掌するとともに、総務省（人事行政、機構定員）、人事院（級別定数、任

用、試験・研修 ( 企画 )）、財務省（給与予算の総括等）から機能を移管した内閣人事
局の設置

③官民人材交流センター及び再就職等監視委員会を廃止し、民間人材登用・再就職適正
化センターを設置（一般職職員の給与制度見直しに伴い、センターは廃止） 　　等

　　　　　　⇒ 2010 年 11 月に再提出するも、2012 年 11 月の衆議院解散に伴い廃案
2011 年 6 月 国家公務員制度改革関連４法案国会提出 → 廃案

【菅総理＆中野公務員制度改革担当大臣】
①内閣による幹部人事の一元管理（次官から部長級までを同一の職制上の段階とみなす）、

幹部候補育成課程の整備
②退職管理の一層の適正化
③自律的労使関係制度の措置
④幹部人事の一元管理を所掌する内閣人事局、人事行政、機構定員等を総合的・一体的

に所掌する使用者機関たる公務員庁等を設置し、人事院を廃止
2012 年 3 月 「国家公務員の雇用と年金の接続に関する基本方針」国家公務員制度改革推進本部・行政改革

実行本部決定

資料出所：政府・今後の公務員制度改革の在り方に関する意見交換会での資料をもとに編集部で作成

国家公務員制度改革を巡るこれまでの経緯


